
 
都市計画審議会委員の役割に関する概要 

 
【審議会の役割】 

都市計画法抜粋 
（市町村都市計画審議会） 
第７７条の２ この法律によりその権限に属させられた事項を調査審議させ、及び 
 市町村長の諮問に応じて都市計画に関する事項を調査審議させるため、市町村に、 
 市町村都市計画審議会を置くことができる。 
２ 市町村都市計画審議会は、都市計画に関する事項について、関係行政機関に建 
 議することができる。 
３ 市町村都市計画審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める基準 
 に従い、市町村の条例で定める。  
（まとめ） 

・ 役割は上記法第７７条の２第１項、２項にある三つ（ゴシック太文字）とされ

ています。 
・ 運営は上記法第７７条の２第３項により豊明市都市計画審議会条例に基づき

行われます。… 資料第３、４号参照 
※報酬は｢豊明市特別職の職員で非常勤の者の報酬及び費用弁償等に関する条例｣

に基づき、４時間以内の会議のとき５，０００円です。  
 
【都市計画の基本理念】 
  都市計画とは、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るために策定される計画 
 で、｢土地利用｣、｢都市施設｣及び｢市街地開発事業｣に関する計画を総合的、一体 
 的に定めることにより、市民が｢安全で、住みやすく、働きやすい都市｣をめざし 
 て策定するものです。さらに、｢農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化 

的な都市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な 
制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきこと｣をその基本理念としていま 
す。 

【都市計画の内容】 
 都市計画を実現するために都市計画法は、都市計画の内容及びその手続、都市 
計画制限、都市計画事業その他都市計画に関し必要な事項を定めている。 
 具体的には、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域に区分する区域区分 
や用途地域に代表される地域地区などの土地利用に関する制度、道路、公園、及 
び下水道など都市施設の整備、並びに土地区画整理事業を始めとする市街地開発 
事業の都市計画事業などがあります。 

（まとめ）… 資料第５号参照 
・ 都市計画の内容は上記の三本（ゴシック太文字）の柱から成り立っており、さ

らにそれぞれが細分化されています。 
・ 決定には県決定、並びに市町村決定のものがあります。 

 
【都市計画決定等の手続きの流れ】 
 
※ 資料第６号参照 

資料第２号



○豊明市都市計画審議会条例 
平成12年3月24日

条例第7号
豊明市都市計画審議会条例(昭和47年豊明市条例第71号)の全部を改正する。 
(趣旨) 

第1条 この条例は、都市計画法(昭和43年法律第100号。以下「法」という。)第77条の2の規定
に基づき、豊明市都市計画審議会の設置、組織及び運営について必要な事項を定めるものとす
る。 
(設置) 

第2条 豊明市都市計画審議会(以下「審議会」という。)を設置する。 
(所掌事務) 

第3条 審議会の所掌事務は、次のとおりとする。 
(1) 法令によりその権限に属された事項を調査審議すること。 
(2) 市長の諮問に応じ、都市計画に関する事項について調査審議すること。 
(3) 都市計画に関する事項について関係行政機関に建議すること。 
(4) その他市長が都市計画上必要と認める事項に関すること。 
(組織) 

第4条 審議会は、委員13人以内で組織する。 
2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 

(1) 市議会の議員 
(2) 学識経験を有する者 
(3) その他市長が特に必要と認める者 

3 委員の任期は、2年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期
間とする。 

4 委員は、再任することができる。 
(臨時委員及び専門委員) 

第5条 審議会に特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を置くこ
とができる。 

2 審議会に専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができ
る。 

3 臨時委員及び専門委員は、市長が任命する。 
4 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき、専門委員は、当該専門の事

項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 
(会長) 

第6条 審議会に会長を置き、第4条第2項第2号に掲げる者につき任命された委員のうちから委員
の選挙によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理する。 
3 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職

務を代理する。 
(会議) 

第7条 審議会は、会長が招集する。 
2 審議会においては、会長が議長となる。 
3 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の2分の1以上が出席しなければ、会議を開く

ことができない。 
4 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、会長の決するところによる。 
(幹事) 

第8条 審議会に幹事若干人を置く。 
2 幹事は、市職員のうちから市長が任命する。 
3 幹事は、審議会の所掌事務について、委員、臨時委員及び専門委員を補佐する。 

(庶務) 
第9条 審議会の庶務は、経済建設部都市計画課において処理する。 

(雑則) 
第10条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会にはか

って定める。 
附 則 

(施行期日) 
1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

(経過措置) 
2 この条例の施行の日において、現に改正前の豊明市都市計画審議会条例第4条第1項の規定に

基づき任命された同項第1号及び第2号の委員にあっては、改正後の豊明市都市計画審議会条例
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第4条第2項の規定に基づき任命された同項第1号及び第2号の委員とみなし、その任期は、第4条
の規定にかかわらず、平成12年5月31日までとする。 

3 この条例の施行の日から平成12年5月31日までの間において、改正後の条例第4条第2項の規
定に基づき任命された同項第3号の委員の任期は、改正後の条例第4条の規定にかかわらず、同
日までとする。 

附 則(平成16年条例第13号) 
この条例は、平成16年4月1日から施行する。 
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      豊明市都市計画審議会運営規程  
 
  （趣旨）  
第１条  この規程は、豊明市都市計画審議会条例（平成１２年豊明市条例第７号。以  

下「条例」という。）第１０条の規定に基づき、豊明市都市計画審議会（以下「審  
議会」という。）の運営に関する事項を定めるものとする。  

  （会長の選挙）  
第２条  会長の選挙は、無記名投票で行い、有効投票の最多数を得た者をもって当選  
  人とする。  
２   当選人を定めるに当り、投票数が同じであるときは、くじで定める。  
３   審議会は、委員中に異議がないときは、第１項の選挙につき、指名推薦の方法を  
  用いることができる。  
  （会長の任期等）  
第３条  会長の任期は、委員の任期とする。  
２   会長がその職を辞し、又は委員を退職したとき、その他会長が欠けたときは、次  
  回の審議会において、会長の選挙を行うものとする。  
  （審議会の招集）  
第４条  会長は、審議会の会議を招集しようとするときは、招集すべき日の５日前ま  
  でに、あらかじめ議案、日時及び場所を各委員に通知しなければならない。  
  （委員の代理）  
第５条  条例第４条第２項第３号に掲げる者のうち、関係行政機関又は県の職員から  

任命された委員に、事故あるときは、その職務を代理する者が、議事に参与し、決  
議の数に加わることができる。  

  （会議の非公開等）  
第６条  審議会の会議は、原則これを公開するものとする。ただし、審議に関する情  

報が豊明市の定める審議会等の会議の公開に関する指針（平成１４年３月１４日決  
裁）第３項の規定により、審議会が非公開とすることを議決した場合は、この限り

でない。  
  （関係者の出席）  
第７条  議長は、議案に関係のある市の職員又は必要と認めた者を会議に出席させ、  
  議案について説明させることができる。  
  （議事録）  
第８条  審議会の会議については、要点筆記した議事録を作成し、議長及び議長が指  
  名した委員２名が、これに署名するものとする。  
２   議事録は、公開するものとする。  

（雑則）  
第９条   この規程に定めのない事項は、審議会が定める。  
 
      附   則  
  この規程は、平成１２年９月２９日から施行する。  
   附 則  
 この規程は、平成１８年６月６日から施行する。  
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